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八千代町防災会議条例 

昭和38年３月19日 

条例第２号 

改正昭和56年３月24日条例第２号 

平成９年９月30日条例第16号 

平成12年３月９日条例第１号 

平成24年９月18日条例第13号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第16条第６項の規定に基づき、八 

千代町防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織について必要な事項を定め 

るものとする。 

 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１) 八千代町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(２) 町長の諮問に応じて町の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(３) 前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べること。 

(４) 水防法（昭和24年法律第193号）第33条第２項の水防計画を調査審議すること。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員をもつて組織する。 

２ 会長は、町長をもつて充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は33名以内とし、次に掲げる者をもつて充てる。 

(１) 指定地方行政機関の職員のうちから町長が任命する者 

(２) 茨城県の知事の部内の職員のうちから町長が任命する者 

(３) 茨城県警察の警察官のうちから町長が任命する者 

(４) 町長がその部内の職員のうちから指名する者 

(５) 教育長 

(６) 消防団長 

(７) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから町長が任命する者 

(８) 茨城西南地方広域市町村圏事務組合消防職員のうちから町長が任命する者 

(９) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから町長が任命する者 

(10) その他特に必要と認め、町長が任命する者 

６ 前項第７号、第９号及び第10号の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、 

その前任者の残任期間とする。 

７ 前項の委員は、再任されることができる。 
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（専門委員） 

第４条 防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、県の職員、町の職員、関係指定公共機関の職員、関 

係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから町長が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項 

は、会長が防災会議に諮つて定める。 

 

附 則 

この条例は、昭和38年４月１日から施行する。 

附 則（昭和56年条例第２号） 

この条例は、昭和56年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年条例第16号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年条例第１号） 

（施行期日） 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年条例第13号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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八 千 代 町 防 災 会 議 委 員 名 簿 

平成２９年１０月１日現在 

№ 区分 所属 役職 

1 会長 八千代町 町長 

2 
１号委員 

国土交通省関東地方整備局 下館河川事務所 所長 

3 農林水産省関東農政局 茨城県拠点 地方参事官 

4 

２号委員 

茨城県 県西県民センター センター長 

5 茨城県 県西農林事務所 土地改良部門長 

6 茨城県 常総保健所 所長 

7 茨城県 常総工事事務所 所長 

8 茨城県 境工事事務所 所長 

9 ３号委員 茨城県 下妻警察署 署長 

10 

４号委員 

八千代町 副町長 

11 八千代町 秘書公室長 

12 八千代町 総務部長 

13 八千代町 企画財政部長 

14 八千代町 保健福祉部長 

15 八千代町 産業建設部長 

16 八千代町教育委員会 教育次長 

17 ５号委員 八千代町教育委員会 教育長 

18 ６号委員 八千代町消防団 団長 

19 

７号委員 

東日本電信電話株式会社 茨城支店長 

20 東京電力パワーグリッド株式会社 下館支社長 

21 茨城南総土地改良区 理事長 

22 八千代町商工会 会長 

23 常総ひかり農業協同組合 代表理事組合長 

24 吉田用水土地改良区 理事長 

25 

８号委員 

茨城西南地方広域市町村圏事務組合消防本部 消防長 

26 茨城西南地方広域市町村圏事務組合消防本部 下妻消防署長 

27 茨城西南地方広域市町村圏事務組合消防本部 八千代分署長 

28 

９号委員 

八千代町議会 議長 

29 八千代町区長親和会 会長 

30 八千代町民生委員・児童委員協議会 会長 

31 10号委員 陸上自衛隊古河駐屯地 
第1施設団第101施設器材
隊長 
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八千代町災害対策本部条例 

昭和38年３月19日 

条例第１号 

改正 平成24年９月18日条例第13号 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第23条の２第８項の規定に基づき、 

八千代町災害対策本部に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（組織） 

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるときはその職務 

を代理する。 

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

 

（部） 

第３条 災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

 

（雑則） 

第４条 前各条に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部長が定め 

る。 

 

附 則 

この条例は、昭和38年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年条例第13号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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防災関係機関通信連絡一覧表 

平成２９年４月１日現在 

１ 八千代町 

機 関 名 課  名 電話番号 ＦＡＸ番号 
茨 城 県 防 災

電 話 番 号

八千代町役場  0296-48-1111   

消 防 交 通 課 0296-48-1665 0296-48-0161 8-240-8400 

上 下 水 道 課 0296-48-2037 0296-48-3064  

八千代町教育委員会  0296-48-1519 0296-49-3428  

八千代町中央公民館  0296-48-1515 0296-49-3427  

八千代町総合体育館  0296-48-2469 0296-48-4535  

八千代町図書館  0296-48-4646 0296-48-4647  

八千代町歴史民俗資料館  0296-48-0525 0296-48-0525  

八千代町給食センター  0296-48-1149 0296-48-3488  

八千代町保健センター  0296-48-1955 0296-48-0309  

八千代町社会福祉協議会  0296-49-3949 0296-49-3866  

 

２ 茨城県 

機 関 名 課  名 電話番号 ＦＡＸ番号 
茨 城 県 防 災

電 話 番 号

茨城県庁  029-301-1111   

防災・危機管理

課 ( 防 災 G ) 029-301-2885 029-301-2898 8-100-8440 

防災・危機管理

課(災害対策室）   

8-100-8420 

～8439 

消 防 安 全 課 029-301-2896 029-301-2887 8-100-2888 

県西県民センター 県 民 福 祉 課 0296-24-9061 0296-24-2357 8-104-8403 

常総保健所 総 務 課 0297-22-1351 0297-22-8855 8-133-8400 

常総工事事務所  0297-42-2621 0297-42-1286 8-112-8400 

境工事事務所  0280-87-1231 0280-87-5517 8-113-8400 

県西農林事務所  0296-24-9240 0296-22-2681 8-104-8405 

流域下水道事務所  029-823-1621 029-823-1626 8-154-8400 

県西浄化センター  0296-44-9335 0296-44-9337 8-157-8400 

県西水道事務所  0296-37-7402 0296-37-7584 8-167-8400 

県西家畜保健衛生所  0296-52-0345 0296-52-4870 8-146-8400 

下妻警察署  0296-43-0110   

八千代地区交番  0296-48-0141   
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３ 近隣自治体 

機 関 名 課  名 電話番号 ＦＡＸ番号 
茨 城 県 防 災

電 話 番 号

下妻市役所 消 防 交 通 課 0296-43-2111 0296-43-4214 8-207-8400 

常総市役所 防災危機管理課 0297-23-2111 0297-23-1848 8-208-8400 

古河市役所 危 機 管 理 課 0280-92-3111 0280-92-4695 8-203-8400 

坂東市役所 交 通 防 災 課 0297-35-2121 0297-35-8201 8-223-8400 

猿島郡境町役場 防 災 安 全 課 0280-81-1300 0280-86-7521 8-242-8400 

猿島郡五霞町役場 生 活 安 全 課 0280-84-1111 0280-84-1478 8-241-8400 

結城市役所 防 災 安 全 課 0296-32-1111 0296-32-5917 8-205-8400 

筑西市役所 消 防 防 災 課 0296-24-2111 0296-24-7333 8-222-8400 

 

４ 消防関係 

機 関 名 課  名 電話番号 ＦＡＸ番号 
茨 城 県 防 災

電 話 番 号

茨城西南広域市町村圏 

事務組合消防本部 総 務 課 0280-47-0124 0280-47-0075 

(通信指令課) 

8-630-8400 

下妻消防署  0296-43-1551 0296-44-6179  

〃   八千代分署  0296-48-1598 0296-48-1526  

古河消防署  0280-47-0119 0280-47-0081  

総和消防署  0280-92-3948 0280-92-3953  

坂東消防署  0297-35-2129 0297-36-0771  

茨城県防災航空室  029-857-8511 029-857-8501  

 

５ 自衛隊 

機 関 名 課  名 電話番号 ＦＡＸ番号 
茨 城 県 防 災

電 話 番 号

陸上自衛隊 

東部方面隊 

第一施設団 

(古河駐屯地) 第３科 0280-32-4141   
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６ 指定地方行政機関 

機 関 名 課  名 電話番号 ＦＡＸ番号 
茨 城 県 防 災

電 話 番 号

国土交通省 関東地方整

備局  下館河川事務所

伊讃出張所

鎌庭出張所

 
0296-25-2161 

0296-28-0742 

0297-42-2644 

0296-25-2192 

0296-28-8617 

0297-42-0837 

 

農林水産省関東農政局 

土浦地域センター 総務グループ 029-843-6875 029-843-1411 
 

気象庁東京管区気象台 

水戸地方気象台 防 災 業 務 課 029-224-1106   

総務省関東総合通信局 

無線通信部 陸 上 第 ２ 課 03-6238-1773 03-6238-1629 
 

財務省関東財務局 

水戸財務事務所  029-221-3188  
 

厚生労働省茨城労働局 

筑西公共職業安定所

ハローワーク下妻  

0296-22-2188 

0296-43-3737 

0296-25-2664 

0296-44-6564 

 

厚生労働省労働基準局 

筑西労働基準監督署  0296-22-4564  
 

経済産業省 

関東経済産業局  048-600-0213 048-601-1310 
 

国土交通省関東運輸局 

茨城運輸支局  029-247-5348 029-248-4773 
 

国土交通省東京航空局  03-5275-9316 03-3288-8915  
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７ 指定公共機関及び指定地方公共機関並びに公共団体 

機 関 名 課  名 電話番号 ＦＡＸ番号 
茨 城 県 防 災

電 話 番 号

日本郵便㈱八千代郵便局

下館郵便局
 

0296-48-0191 

0296-22-2200 
  

日本放送協会 

水戸放送局 
 

029-232-9885 029-232-9833 8-855-8400 

東日本電信電話㈱ 

茨城支店

 

029-232-4825 029-232-4950 8-858-8400 

東京電力パワーグリッド

㈱      下館支社

 

0296-47-1109 0296-22-2348  

日本赤十字社 

茨城県支部

 

029-241-4516 029-241-4714 8-854-8400 

(一社) 真壁医師会  0296-24-8788 0296-24-1570  

(一社) 茨城県トラック

協会 

 

029-303-6363 029-243-5936 8-871-8400 

(一社) 茨城県高圧ガス

保安協会 

 

029-225-3261 029-225-3257  

㈱ 茨城放送  029-244-2160 029-244-4100  

㈱ 茨城新聞社  029-239-3001 029-301-0361  

常総ひかり農業協同組合 本   店 0296-30-1211 0296-44-4457  

八千代土地改良区  0296-48-3254   

茨城南総土地改良区  0297-44-2013   

吉田用水土地改良区  0296-48-0029   

山川沼土地改良区  0296-49-0799   

八千代町商工会  0296-49-3232   
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術

職
、

技
能

職
等
の

職
員
の
派

遣
 

・
被

災
者

の
一

時
受

入
の

た
め

の
施
設

の
提

供
 

・
前

各
号

に
定

め
る

も
の

の
ほ

か
、
特

に
要

請
の

あ
っ

た
事

項
 

自
治

体
間
 

「
災

害
時

に
お

け
る

相
互

応
援

に
関
す

る
協

定
」
 

○
八

千
代

町
・

五
霞

町
・

境
町

 

H
2
5
.
1
.1
7 

・
食

料
、

飲
料

水
及

び
生

活
必

需
物
資

並
び

に
そ

の
供

給
に

必
要
な

資
機
材
の

提
供
 

・
応

急
・

復
旧

活
動

に
必

要
な

資
機
材

及
び

物
資

の
提

供
 

・
応

急
・

復
旧

活
動

に
必

要
な

職
員
の

派
遣

及
び

車
両

等
の

提
供
 

・
被

災
傷

病
者

の
受

入
れ
 

・
児

童
及

び
生

徒
の

受
入

れ
 

・
避

難
が

必
要

な
被

災
者

の
受

入
れ
 

・
被

災
者

に
対

す
る

住
宅

の
あ

っ
せ
ん
 

・
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

あ
っ

せ
ん

 

・
前

各
号

に
定

め
る

も
の

の
ほ

か
、
特

に
要

請
の

あ
っ

た
事

項
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区
分
 

名
称

及
び

締
結

先
 

締
結

日
 

協
定

の
主

な
内

容
 

自
治

体
間
 

「
災

害
時

等
の

相
互

応
援

に
関

す
る
協

定
」
 

○
茨

城
県

内
１

２
町

村
 

（
茨

城
町

、
大

洗
町

、
城

里
町

、
東
海

村
、
大
子
 

町
、

美
浦

村
、

阿
見

町
、

河
内

町
、
八

千
代

町
、
 

五
霞

町
、

境
町

、
利

根
町

）
 

H
2
5
.
1
.3
0 

・
食

料
、

飲
料

水
及

び
生

活
必

需
物
資

並
び

に
そ

の
供

給
に

必
要
な

資
器
材
の

提
供
 

・
被

災
者

の
救

出
、
医

療
、
防

疫
、
施

設
の

応
急

復
旧
等
に

必
要
な

資
器
材
及

び
物

資
の

提
供
 

・
救

援
及

び
救

助
活

動
に

必
要

な
車
両

、
舟

艇
等

の
提

供
 

・
救

助
及

び
応

急
復

旧
に

必
要

な
医
療

職
、

技
術

職
、

技
能

職
等
の

人
員
の
派

遣
 

・
被

災
者

の
一

時
受

入
の

た
め

の
施
設

の
提

供
 

・
児

童
・

生
徒

の
受

入
れ
 

・
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
等

の
斡

旋
 

・
前

各
号

に
定

め
る

も
の

の
ほ

か
特
に

要
請

の
あ

っ
た

事
項

 

自
治

体
間
 

「
茨

城
県

西
都

市
間

に
お

け
る

災
害
時

相
互

応
 

援
に

関
す

る
協

定
書

」
 

 ○
古

河
市

、
結

城
市

、
下

妻
市

、
常
総

市
、
笠
間
 

市
、

筑
西

市
、

坂
東

市
、

桜
川

市
、
八

千
代

町
、
 

五
霞

町
、

境
町
 

H
2
5
.
2
.1
9 

・
食

料
、

飲
料

水
及

び
生

活
必

需
物
資

並
び

に
そ

の
供

給
に

必
要
な

資
機
材
の

提
供
 

・
被

災
者

の
救

出
、
医

療
、
防

疫
、
施

設
の

応
急

復
旧
等
に

必
要
な

資
機
材
及

び
物

資
の

提
供
 

・
救

援
及

び
救

助
活

動
に

必
要

な
車
両

等
の

提
供
 

・
消

火
、

救
援

、
医

療
、

防
疫

、
応
急

復
旧

等
に

必
要

な
職

員
の
派

遣
 

・
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

あ
っ

せ
ん

 

・
被

災
児

童
・

生
徒

の
教

育
機

関
へ
の

受
入

れ
及

び
あ

っ
せ

ん
 

・
被

災
者

を
一

時
的

に
受

け
入

れ
る
た

め
の

施
設

の
提

供
及

び
あ
っ

せ
ん
 

・
原

子
力

災
害

に
よ

り
、

避
難

が
必
要

と
な

る
地

域
か

ら
避

難
民
を

受
け
入
れ

る
た

め
の

施
 

設
の

提
供

及
び

あ
っ

せ
ん
 

・
前

各
号

に
掲

げ
る

も
の

の
ほ

か
、
特

に
要

請
の

あ
っ

た
事

項
 

緊
急

救
援
 

物
資

輸
送
 

「
災

害
時

に
お

け
る

緊
急

救
援

物
資
輸

送
に

関
 

す
る

協
定

書
」
 

○
社
団
法
人
 茨

城
県
ト
ラ
ッ
ク
協
会
 常

総
支
部
 

H
2
4
.
1
1.
2
8 

・
緊

急
輸

送
に

関
し

必
要

な
車

両
及
び

機
材

等
の

出
動
 

・
緊

急
輸

送
に

関
し

必
要

な
人

材
の
派

遣
 

・
そ

の
他

甲
（

町
）

が
必

要
と

認
め
る

業
務
 

物
資

供
給
 

「
災
害
時
に
お
け
る
物
資
供
給
に
関
す
る
協
定
書
」
 

○
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
コ
メ
リ
災
害
対
策
セ
ン
タ
ー
 

H
1
9
.
7
.4
 

・
作

業
用

品
（

作
業

シ
ー

ト
、

ロ
ー
プ

、
土

の
う

袋
等

）
 

・
日

用
品

等
（

毛
布

、
タ

オ
ル

、
ロ
ー

ソ
ク

等
）
 

・
水

関
係

（
飲

料
水

、
水

缶
）

 

・
冷

暖
房

機
器

等
（

大
型

石
油

ス
ト
ー

ブ
、

木
炭

等
）
 

・
電

気
用

品
等

（
ラ

イ
ト

、
懐

中
電
灯

、
ラ

ジ
オ

等
）
 

・
ト

イ
レ

関
係

（
救

急
ミ

ニ
ト

イ
レ
）
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区
分
 

名
称

及
び

締
結

先
 

締
結

日
 

協
定

の
主

な
内

容
 

物
資

供
給
 

「
災
害
時
に
お
け
る
物
資
供
給
に
関
す
る
協
定
書
」
 

○
株
式
会
社
 
倉
持
薬
局
 

H
2
4
.
4
.1
 

・
調

達
が

可
能

な
物

資
の

優
先

供
給
 

物
資

供
給
 

「
災
害
時
に
お
け
る
物
資
供
給
に
関
す
る
協
定
書
」
 

○
セ
ッ
ツ
カ
ー
ト
ン
株
式
会
社
 

H
2
4
.
9
.3
 

・
段

ボ
ー

ル
製

品
（

段
ボ

ー
ル

シ
ー
ト

と
段

ボ
ー

ル
ケ

ー
ス

）
 

・
段

ボ
ー

ル
製

簡
易

ベ
ッ

ド
 

・
そ

の
他

乙
の

取
扱

商
品
 

物
資

供
給
 

「
災
害
時
に
お
け
る
物
資
供
給
に
関
す
る
協
定
書
」
 

○
株
式
会
社
 
カ
ス
ミ
 

H
2
7
.
7
.2
3 

・
調

達
が

可
能

な
物

資
の

優
先

供
給
 

物
資

供
給
 

「
災
害
時
に
お
け
る
物
資
供
給
に
関
す
る
協
定
書
」
 

○
い
ば
ら
き
コ
ー
プ
生
活
協
同
組
合
 

H
2
7
.
1
2.
1
7 

・
炊

事
用

品
（

鍋
、

か
ま

、
や

か
ん
、

フ
ラ

イ
パ

ン
等

）
 

・
食

器
類

（
紙

皿
、

紙
コ

ッ
プ

、
箸
、

フ
ォ

ー
ク

等
）
 

・
日

用
品

（
テ

ィ
ッ

シ
ュ

ペ
ー

パ
ー
、

ト
イ

レ
ッ

ト
ペ

ー
パ

ー
等
）
 

・
光

熱
材

料
（

卓
上

ガ
ス

コ
ン

ロ
、
ガ

ス
ボ

ン
ベ

等
）
 

・
食

料
品

（
米

、
菓

子
パ

ン
、

食
パ
ン

、
飲

料
水

等
）
 

 
物

資
供
給

 
「

災
害

時
に

お
け

る
物

資
の

調
達

に
関

す
る

協

定
書

」
 

○
茨

城
県

高
圧

ガ
ス

保
安

協
会

常
総
支

部
 

H
2
9
.
1
2.
1 

・
L

P
ガ
ス

 
・

そ
の
他

甲
（

町
）

が
必

要
と

す
る
も

の
 

応
急

対
策
 

業
務
 

「
災

害
時

に
お

け
る

応
急

対
策

業
務
に

関
す

る
 

協
定

書
」
 

○
大

里
産

業
 
株
式

会
社
 

H
2
3
.
5
.9
 

・
緊

急
人

命
救

助
の

た
め

の
障

害
物
の

除
去

作
業
 

・
道

路
交

通
確

保
の

た
め

の
障

害
物
の

除
去

作
業
 

・
そ

の
他

緊
急

応
急

作
業
 

・
必

要
と

な
る

建
築

資
材

の
提

供
 

応
急

対
策
 

業
務
 

「
災

害
時

に
お

け
る

応
急

対
策

業
務
に

関
す

る
 

協
定

書
」
 

○
株

式
会

社
 
磯
建
 

H
2
4
.
1
.3
0 

・
緊

急
人

命
救

助
の

た
め

の
障

害
物
の

除
去

作
業
 

・
道

路
交

通
確

保
の

た
め

の
障

害
物
の

除
去

作
業
 

・
そ

の
他

緊
急

応
急

作
業
 

・
必

要
と

な
る

建
築

資
材

の
提

供
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指
定

避
難

所
・

指
定

緊
急

避
難

場
所

一
覧

 

「
避

難
所
等

一
覧
」

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
平
成
２

９
年

４
月

１
日
現

在
 

地
 

区
 

名
 

 
 

 
称
 

所
在
 

電
話

番
号
 

屋
内

面
積
 

受
入

人
数
 

適
 

 
 

 
 
用
 

西
豊

田
 

東
中

学
校
 

沼
森

5
0 

4
8
－

0
78
7 

3
,
5
0
9㎡

 
1
,
0
6
3人

 
耐

震
（
校

舎
1
,
8
46
㎡
、
体
育
館

1
,1
43
㎡
、
柔
剣

道

場
5
2
0㎡

）
 

西
豊

田
小

学
校
 

太
田

3
65
 

4
8
－

0
68
7 

2
,
4
4
8㎡

 
7
4
1
人
 

耐
震

（
校

舎
1
,
7
18
㎡
、

体
育
館

7
30
㎡

）
 

安
 

静
 

八
千

代
第

一
中

学
校
 

若
1
8
0
8 

4
8
－

0
17
8 

4
,
8
1
2㎡

 
1
,
4
5
8人

 
耐

震
（
校

舎
2
,
6
16
㎡
、
体
育
館

1
,6
24
㎡
、
柔
剣

道

場
5
7
2㎡

）
 

安
静

小
学

校
 

蕗
田

8
20
 

4
8
－

0
02
4 

2
,
3
9
3㎡

 
7
2
5
人
 

耐
震

（
校

舎
1
,
6
63
㎡
、

体
育
館

7
30
㎡

）
 

中
結

城
 

中
結

城
小

学
校
 

菅
谷

3
51
 

4
8
－

0
32
2 

2
,
9
4
6㎡

 
8
9
2
人
 

耐
震

（
校

舎
2
,
2
16
㎡
、

体
育
館

7
30
㎡

）
 

総
合

体
育

館
 

菅
谷

1
02
7 

4
8
－

2
46
9 

2
,
8
8
2㎡

 
8
7
3
人
 

(
建

築
面

積
3,
8
4
3㎡

×
0
.
7
5)
 

中
央

公
民

館
 

菅
谷

1
02
7 

4
8
－

1
51
5 

1
,
7
8
7㎡

 
5
4
1
人
 

(
建

築
面

積
2,
3
8
3㎡

×
0
.
7
5)
 

農
村

環
境

改
善

セ
ン

タ
ー
 

菅
谷

8
98
－

15
7 

4
9
－

3
65
5 

7
4
7
㎡
 

2
2
6
人
 

耐
震

(建
築
面

積
99
7
㎡
×

0
.7
5
)
 

体
育

セ
ン

タ
ー
 

菅
谷

8
82
-
3
7 

 
3
,
2
0
0㎡

 
9
6
9
人
 

耐
震
 

下
結

城
 

八
千

代
高

等
学

校
 

平
塚

4
82
4
－
2 

4
8
－

1
83
6 

7
,
7
5
8㎡

 
2
,
3
5
0人

 
耐

震
（
校

舎
5
,
7
61
㎡
、

体
育
館

1
,9
97
㎡
）
 

下
結

城
小

学
校
 

平
塚

3
74
0 

4
8
－

0
01
9 

2
,
4
4
2㎡

 
7
4
0
人
 

耐
震

（
校

舎
1
,
7
12
㎡
、

体
育
館

7
30
㎡

）
 

川
 

西
 

川
西

小
学

校
 

久
下

田
4
4
0 

4
8
－

0
03
9 

2
,
0
6
8㎡

 
6
2
6
人
 

耐
震

（
校

舎
1
,
3
38
㎡
、

体
育
館

7
30
㎡

）
 

計
 

１
２

施
設
 

 
 

3
6
,
9
9
2㎡

 
1
1
,
2
0
4人

 
 

※
受

入
人

数
＝

屋
内

面
積

1人
当

た
り
３

．
３

㎡
で

積
算
 

※
各

校
舎

の
面

積
は

普
通

教
室

と
特
別

教
室

の
合

計
面

積
、

各
体
育

館
は

建
築

面
積
を
適

用
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「
福

祉
避

難
所

一
覧

」
 

地
 

区
 

名
 

 
 

称
 

所
 

 
在
 

電
話

番
号
 

備
 

 
 

考
 

安
 

静
 

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
 

錦
 

荘
 

栗
山

2
29
－

1 
4
9
－

2
96
6 

締
結

年
月

日
：

平
成

3
0年

１
月

2
3
日
 
 

中
結

城
 

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
 

玉
 

樹
 

菅
谷

1
02
1
－
1 

4
9
－

3
88
6 

締
結

年
月

日
：

平
成

3
0年

１
月

2
3
日
 
 

下
結

城
 

あ
じ

さ
い

学
園

寮
 

平
塚

4
79
9
－
1 

4
8
－

3
88
0 

締
結

年
月

日
：

平
成

3
0年

１
月

2
3
日
 
 

あ
じ

さ
い

学
園

八
千

代
 

平
塚

4
75
3 

4
8
－

3
88
2 

締
結

年
月

日
：

平
成

3
0年

１
月

2
3
日
 
 

川
 

西
 

介
護

老
人

保
健

施
設

 
葵

の
園

・
八
千

代
 

新
井

1
15
－

1 
3
0
－

3
70
0 

締
結

年
月

日
：

平
成

3
0年

１
月

2
3
日
 
 

計
 

５
施

設
 

 
 

 

 
 

13



「
指

定
緊

急
避

難
場

所
一

覧
」

 

地
 

区
 

名
 

 
 

 
称
 

所
在
 

屋
外

面
積
 

受
入

人
数
 

適
 

 
 

 
 

用
 

西
豊

田
 

東
中

学
校

グ
ラ

ウ
ン

ド
 

沼
森

5
0 

2
6
,
8
8
5㎡

 
1
3
,
4
4
2人

 
グ

ラ
ウ
ン

ド
面

積
 

西
豊

田
小

学
校

グ
ラ

ウ
ン

ド
 

太
田

3
65
 

1
3
,
1
2
6㎡

 
6
,
5
6
3人

 
グ

ラ
ウ
ン

ド
面

積
 

粟
野

運
動

公
園
 

粟
野

3
33
 

1
0
,
2
6
0㎡

 
5
,
1
3
0人

 
敷

地
面
積

【
防

災
ヘ

リ
緊

急
離

着
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職員動員表-地震災害 

平成３０年３月１日現在 

部隊名 班  名 部･課･係 

連絡体制 警戒体制 非常体制 

連絡配備 警戒配備 第1配備 非常配備 

本部事務局 消防交通課 
課長及び 
係員 

全員 全員 全員 

総務 
部隊 

総務班 

総務課 ― 主査以上 全員 全員 

議会事務局 ― 
管理職級 
以上 

主査以上 全員 

広報記録班 秘書課 ― 主査以上 半数以上 全員 

調査班 税務課 ― 
管理職級 
以上 

半数以上 全員 

財務 
部隊 

財務班 

財務課 ─ 主査以上 半数以上 全員 

まちづくり
推進課 

─ 主査以上 半数以上 全員 

会計課 ─ 
管理職級 
以上 

半数以上 全員 

民生 
部隊 

救護救援班 

保健福祉部 ― 主査以上 半数以上 全員 

社会福祉協
議会 

― ― 半数以上 全員 

住民対策班 戸籍住民課 ― 
管理職級 
以上 

半数以上 全員 

環境対策班 環境対策課 ― 
管理職級 
以上 

半数以上 全員 

食料対策班 給食センター ― 
管理職級 
以上 

主査以上 全員 

建設 
農政 
部隊 

土木対策班 都市建設課 
課長及び 
係員 

半数以上 全員 全員 

上下水道班 上下水道課 
課長及び 
係員 

半数以上 全員 全員 

農業班 

産業振興課 ― 
管理職級 
以上 

半数以上 全員 

農委事務局 ― 
管理職級 
以上 

半数以上 全員 

商工班 商工観光係 ― ─ 半数以上 全員 

教育 
部隊 

学校管理班 

学校教育課 ― 主査以上 半数以上 全員 

各小中学校 ― 別途計画 別途計画 別途計画 

社会教育班 生涯学習課 ― 主査以上 半数以上 全員 

消防 消防班 
八千代町 
消防団 

― 別途計画 別途計画 別途計画 

（注）全職員が非常配備の場合でも、状況に応じて通常業務を行う職員を配置することがある。
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非常無線通信を取り扱う無線局を有する主な機関 

機   関 連絡担当課等 所在地及び電話番号 郵便番号 

国土交通省下館河川事務所 電気通信係 筑西市二木成1753 

0296（25）2173 
308-0841 

 

 

警察通信設備の使用手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

使 用 の 理 由
 

通 信 事 項
 

発 信 者 名

住所及び 
電話番号 

 

着 信 者 名

住所及び 
電話番号 

 

処 置

利用又は利用できなかった場合、その理由を記入 

利用又は使用させた場合は利用、使用の別、送信者名、相手方の受信

者名並びに連絡済みの時間を記入 

 

  年  月  日 

茨城県警察本部長 

殿 

（○○警察署長） 

八千代町総務部長 氏 名            印 

 

（注）本申込書は正、副の複写とし、総務部長氏名印は正のみとする。 

 

 

 

警 察 電 話 使 用 申 込 書
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地震情報の種類と解説 

情報の種類 内       容 

震度速報 地震発生約1分30秒後に、震度3以上を観測した地域名（茨城県の場合

は、茨城県北部と茨城県南部）と地震の発生時刻を発表します。 

震源に関する情報 
地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）を発表します。

また、津波の恐れがない場合には「津波の心配なし」を付加文とし

て発表します。 

震源・震度に関する情報 
地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、震度3以上 

の地域名と市町村名を発表します。 

また、津波の恐れがない場合には「津波の心配なし」を付加文とし

て発表します。 

なお、震度5弱以上と考えられる地域で、震度を入手していない地 

点がある場合は、その地点名を発表します。 

各地の震度に関する情報 
震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所（震源）や、その

規模（マグニチュード）を発表します。 

また、津波の恐れがない場合には「津波の心配なし」を付加文とし

て発表します。 

地震回数に関する情報 
地震が多発した場合、震度1以上を観測した地震の回数を発表します。
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環境・衛生関係施設等の被害状況報告書 

 

１ 一般廃棄物処理施設の被害状況報告書 

年 月 日 時現在 

市町村等 施設名 被害内容 被害金額 備考 

     

     

     

     

     

     

     

報告系統 市町村→廃棄物対策課→本部 

 

２ 医療救護活動状況 

年 月 日 時現在 

市町村 設置状況

活  動  状  況 
医療施設へ の

搬送人員 
備 考 従 事 者 

応急措置
医 師 看 護 その他 計 

ヶ所 人 人 人 人 人 人

         

         

         

         

報告系統 保健所→保健福祉部医療救護班→本部 
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３ 衛生関係施設等の被害状況報告書 

(1) 医療施設（病院，一般診療所，歯科診療所） 

年 月 日 時現在 

名  称 住  所 被害状況 備  考 

    

    

    

    

    

 

 

(2) 市町村保健センター 

年 月 日 時現在 

名  称 被  害  状  況 備  考 

   

   

   

   

   

 

 

(3) 水道施設の被害状況 

年 月 日 時現在 

市町村名 水道名
現 在

給水人口
影響世帯数 影響人口 断減水状況 原因 応急対策 備考 

         

         

         

         

         

 

報告系統 保健所→保健福祉部医療救護班→本部 
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商工業被害状況報告書 

市町村名 

年 月 日 時現在 

 被害企業数 被害内訳 営業用不動産損害(1) 営業用不動産損害(2)

商   業 

件 浸 水  件 万円 万円

半 壊  〃   

全 壊  〃   

流 出  〃   

その他  〃   

工   業 

件 浸 水  〃 

半 壊  〃   

全 壊  〃   

流 出  〃   

その他  〃   

鉱   業 

件 浸 水  〃 

半 壊  〃   

全 壊  〃   

流 出  〃   

その他  〃   

計 

件 浸 水  〃 

半 壊  〃   

全 壊  〃   

流 出  〃   

その他  〃   

 

１ 報告系統 市町村→県民センター→本部 

２ (1) 商品，半製品，製品，原材料 

(2) 店舗，工場，設備 

  

項目 
業種 
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（災害発生通知書様式第１号） 

 

災 害 発 生 通 知 書 

 

報告機関名       

 

１ 災害の種類 

２ 災害発生の日時 

３ 災害発生の地域 

４ 災害発生時の気象概況 

５ 被害の概況 

（被害見込面積又は数量，被害見込金額等） 

報告系統市町村→県民センター→本部 

 

 

（被害速報様式第２号） 

 

被 災 報 告 

 

報告機関名       

業 種 別 被害面積（数量） 被害見込金額 備考 

農 
作 
物 

関 

係 

水 陸 稲    

麦 類    

野 菜    

果 樹    

工 芸 作 物    

茶    

桑    

飼 料 作 物    

そ の 他    

計    

家 

畜 

等 

家 畜    

畜 産 物    

繭    

そ の 他    

計    

合   計    

報告系統 市町村→農林事務所→本部 
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（被害速報様式第２号の１） 

被 害 速 報 

 

 

業 種 別 被害件数 被害見込金額 備 考 

共
同
利
用
施
設 

畜産関係    

蚕紙関係    

園芸関係    

入植関係    

その他    

計    

非
共
同
利
用
施
設 

畜産関係    

蚕紙関係    

園芸関係    

入植関係    

その他    

計    

牧草地    

牧野施設    

果樹、桑樹、茶樹の樹体被害    

地
方
公
共
団
体
の
施
設 

畜産関係    

蚕紙関係    

園芸関係    

入植関係    

その他    

計    

合  計    

 

報告系統 市町村→農林事務所→本部 
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（被害概況（確定）報告書様式第３のＡ） 

Ａ 農作物被害 

災害の種類      調査年月日 年 月 日 

            現在  

報告機関名            

作物名 
作付 

面積 

被害程度別面積 収穫皆 

無換算 

面 積 

被 害

減収量
単価

被害

金額
30%

以下

30～

50 

50～

70 

70～

90 

90～

100
計 

主

要

食

糧

作

物 

水 稲            

陸 稲            

麦 
 

類 

６条大麦            

２条大麦            

小  麦            

裸  麦            

計            

な た ね            

豆 類            

甘 し ょ            

馬 鈴 薯            

雑 穀            

小計             

肥料             

作物             

小計             

飼料 

作物 

            

            

小計             

園 

芸 

作 

物 

野 
 

菜 
            

            

            

            

小計             

果 
 

樹 

            

            

            

            

小計             

園  芸  作  物            

工芸 

作物 

            

            

工  芸  作  物            

その他 茶            

桑            

そ  の  他  計            

合     計            

１ 米麦類の10a あたり収穫量は農業共済組合が定める基準収穫量とすること。 その他の作物は過去５ヵ年の最高最 

低を除いた３ヵ年の平均収穫量とすること。 

２ 価格単価は米麦類にあっては政府買入価格とし，その他の作物は被害時価格とすること。 

報告系統 市町村→農林事務所→本部 
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家 畜 ， 畜 産 物 等 被 害 

 

調査年月日           

 

報告機関名           

 

(1)家畜の被害 

 死亡・流出 疾病・障害 流出・埋没 全  壊 半壊 被 害
合計額頭数 被害額 頭数 被害額 頭数 被害額 頭数 被害額 頭数 被害額

乳牛            

肉用牛            

馬            

めん（山）羊            

にわとり            

            

畜舎            

計            

 

 

(2)畜産物の被害 

畜産物名 被害件数 被害額 内訳（算出の基礎） 

 件 千円  

    

    

    

    

    

    

    

 

報告系統市町村→農林事務所→本部 
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（様式第３のＣ） 

 

養 蚕 被 害 

 

調査年月日        

 

報告機関名        

 

 被害戸数 被害数量 減収繭数量 減収見込金額 備考 

掃 立 前

１ 令

２ 令

３ 令

４ 令

前 半 

５令 

後 半 

上蔟から出荷 

繭 

その他 

計 

戸 箱 トン 千円  

 

報告系統市町村→農林事務所→本部 
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（
様

式
第

４
の

Ａ
）

（
被

害
概

況
報

告
書

お
よ

び
被

害
確

定
報

告
書

様
式

）
 

農
業

共
同

利
用

施
設

被
害

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
災

害
の

種
類

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
発

信
者

 
 

 
 

 
 

 
 

 

区
分

 
施

設
名

 
件

 
数

 
農

業
協

同
組

合
所

有
の

も
の

 
そ

の
他

所
有

の
も

の
 

備
考

 
事
業
主
体
数
 

全
壊

（
大

破
を

含
む

）
 

中
破

 
小

破
 

計
 

大
破

以
上

 
中

破
 

小
破

 
計

 

畜 産 関 係 

 
 

 
千

円
 

千
円

 
千

円
 

千
円

 
千

円
 

千
円

 
千

円
 

千
円

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

蚕 糸 関 係

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

園 芸 関 係

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

入 植 関 係

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

そ の 他 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

合
 

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
注

）
１
 

施
設

名
は

別
表

に
定

め
る

施
設

名
を

記
入

の
こ

と
。

 

２
 

事
業

主
体

数
は

，
単

位
農

協
．

連
合

会
の

数
を

記
入

す
る

こ
と

。
 

３
 

全
壊

と
は

，
全

く
使

用
に

た
え

な
い

か
流

水
で

埋
没

し
た

も
の

，
大

破
と

は
時

価
の

70
％

程
度

，
中

破
と

は
時

価
の

50
％

程
度

，
小

破
と

は
時

価
の

30
％
程

度
の

修
繕

費
で

そ
れ

ぞ
れ

復
旧

し
得

る
と

認
め

ら
れ

る
と

推
 

定
さ

れ
た

も
の

と
す

る
こ

と
。

た
だ

し
，

農
機

具
の

被
害

の
場

合
は

単
に

外
面

的
破

損
又

は
流

失
，

埋
没

の
ほ

か
，

冠
浸

水
期

間
に

よ
る

銹
錆

状
態

等
を

検
査

し
て

使
用

価
値

の
変

動
を

検
討

し
て

決
定

す
る

こ
と

。
 

４
 

大
破

，
中

破
，

小
破

別
の

件
数

は
（

）
書

き
の

こ
と

。
 

報
告

系
統

 
 

市
町

村
→

農
林

事
務

所
→

本
部
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（
様

式
第

４
の

Ｂ
）

 

非
共

同
利

用
施

設
被

害
 

災
害

の
種

類
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
調

査
年

月
日

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
発

信
者

 
 

 
 

 
 

 
 

区
分

 
施

設
名

 
件

数
単

位
 

全
 

壊
 

大
 

破
 

中
 

破
 

小
 

破
 

計
 

備
考

 
件
 
数
 

金
 

額
 

件
 

数
 

金
 

額
 

件
 

数
 

金
 

額
 

件
 

数
 

金
 

額
 

件
 

数
 

金
 

額
 

畜 産 関 係 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

蚕 糸 関 係

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

園 芸 関 係

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

果 樹 茶 樹 桑 樹

の 樹 体 被 害

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

入 植 関 係

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

そ の 他 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

合
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
注

）
1 

非
共

同
利

用
施

設
と

は
，

共
同

利
用

施
設

以
外

の
個

人
施

設
を

い
う

。
 

２
 

樹
体

被
害

に
つ

い
て

は
，

全
壊

の
欄

に
流

出
・

埋
没

お
よ

び
枯

死
を

記
入

し
，

大
破

，
中

破
，

小
破

は
そ

れ
ぞ

れ
甚

，
中

・
軽

と
読

み
換

え
て

記
入

し
，

件
数

欄
に

は
，

面
積

を
記

入
の

こ
と

。
 

(
1
) 

樹
体

損
傷

の
程

度
 

 
ア

 
 

甚
と

は
2／

3以
上

の
主

技
が

裂
け

折
れ

る
等

の
損

傷
を

受
け

た
も

の
，

又
は

更
新

，
改

植
を

要
す

る
と

認
め

ら
れ

る
も

の
。

 
イ

中
と

は
1／

3～
2／

3程
度

の
主

技
が

裂
け

又
は

折
れ

，
結

果
枝

等
の

損
傷

が
大

き
い

か
，

こ
れ

に
準

ず
る

も
の

。
 

ウ
軽

と
は

1／
3未

満
程

度
の

主
技

が
裂

け
ま

た
は

折
れ

，
結

果
枝

等
が

若
干

折
損

し
て

い
る

か
こ

れ
に

準
ず

る
も

の
と

す
る

。
 

農
林

事
務

所
 

報
告

系
統

市
町

村
，

水
産

班
，

そ
の

他
 

農
業

班
→

本
部

 

（
様

式
第

４
の

Ｃ
）
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牧
草

台
地

の
被

害
状

況
 

区 分 

対 象 台 地 名 

所
在

地
 

群
市

町
村

 
大

字
 

団 地 面 積 

造 成 面 積 

被
害

内
訳

 
復

旧
所

要
経

費
内

訳
 

総 所 要 経 費 

摘 要 

面 積 

被
害

面
積

内
訳

 
被 害 程 度 

見 積 被 害 額 

事 業 主 体 名 

障
害

物
除

去
 

起
土

、
整

地
 

土
壌

改
良

 
牧

草
導

入
 

崩 壊 

埋 没 

流 出 

そ の 他 

面 積 

手 段 

金 額 

面 積 

手 段 

金 額 

石
灰

質
 

資
材

 

燐
酸

質
 

資
材

 
小 計 

種 類 

数 量 

金 額 

数 量 

金 額 

数 量 

金 額 

集 約 牧 野 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

計
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

改 良 牧 野 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

計
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

自 然 牧 野 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

計
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

合
 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
注

）
１

 
 

障
害

物
除

去
，

起
土

整
地

の
場

合
，

復
旧

の
手

段
が

機
械

利
用

か
，

手
労

働
か

の
別

を
記

入
の

こ
と

。
 

２
 

 
河

川
敷

に
つ

い
て

は
，

対
象

団
地

の
下

に
河

川
名

を
（

）
書

き
の

こ
と

。
 

３
 

 
改

良
牧

野
，

自
然

牧
野

に
つ

い
て

は
，

そ
れ

ぞ
れ

該
当

項
目

欄
に

記
入

し
，

牧
野

樹
林

植
栽

に
つ

い
て

は
各

事
業

共
に

牧
草

導
入

欄
に

記
入

の
こ

と
。

 

４
 

 
集

約
，

改
良

牧
野

に
つ

い
て

は
，

摘
要

欄
に

造
成

年
次

お
よ

び
一

般
補

助
，

小
団

地
融

資
，

自
己

資
金

等
事

業
区

分
を

記
入

の
こ

と
。

 

５
 

 
被

害
程

度
は

，
甚

，
中

，
軽

等
と

表
現

す
る

。
 

報
告

系
統

 
市

町
村

→
農

林
事

務
所

→
本

部
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（
様

式
第

４
の

Ｄ
）

 
牧

野
施

設
の

被
害

状
況

 

災
害

の
種

類
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

調
査

年
月

日
 

 
 

 
 

 
 

 
発

信
者

 
 

 
 

 
 

 
 

 

区 分 

対
象

牧
野

 

団
地

名
 

所
在

地
 

(
市

町
村

) 

施
設

設
置

内
容

 
被

害
内

容
 

復
旧

所
要

経
費

内
訳

 
摘 要 

員
数

 
受

益
牧

野
 

員
数

 
被

害
別

員
数

 
事

業
 

主
体

名
 

資
材

費
 

労
務

費
 

そ
の

他
 

計
 

区
分

 
面

積
 

崩
壊

 
流

出
 

被
害

程
度
 

種
類

 
数

量
 

金
額

 
員

数
 

金
額

 
 

 

牧(索)道 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

隔 障 物 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

飲 雑 用 水 施 設

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

建 物 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

そ の 他 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

合
 

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
注

）
１

 
 

受
益

牧
野

区
分

の
欄

に
は

，
集

約
牧

野
，

自
然

牧
野

別
に

記
載

の
こ

と
。

 
２

 
 

木
棚

，
電

気
牧

棚
，

棚
林

に
つ

い
て

は
，

隔
障

物
の

員
数

欄
に

区
分

記
載

の
こ

と
。

 
３

 
 

建
物

に
つ

い
て

は
，

看
視

者
，

畜
舎

，
牧

納
舎

等
別

を
員

数
欄

に
区

分
記

載
の

こ
と

。
 

４
 

 
被

害
程

度
は

甚
，

中
，

軽
を

も
っ

て
表

わ
し

，
被

害
見

積
額

を
記

載
の

こ
と

。
 

５
 

 
摘

要
欄

に
は

，
一

般
補

助
，

小
団

地
，

新
農

村
，

融
資

事
業

等
の

区
分

，
設

置
年

次
を

記
載

の
こ

と
。

 
報

告
系

統
 

市
町

村
→

農
林

事
務

所
→

本
部
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林 産 物 の 被 害 状 況 報 告 書 

 

                              市町村名       

 

年 月 日 時現在    

 

林産物名 事業主体名 件数 単位 
被 害 状 況 

被害額 備考 
浸水 流失埋没 折損枯損 計 

立木           

素材           

製材           

木炭   kg       

薪           

桐           

しいたけ   kg       

しいたけ 

栽培アー

ム施設 

  ㎡       

ひらたけ   kg       

わさび   kg       

しいたけ 

ほた木 
  本       

竹（材）   束       

計          

 

（注）事業主体名欄には森組，農協及びこれらの連合会又は中小企業等協同組合，会社，個人別にそれぞれの件数，

被 

害状況被害額を記入すること。 

報告系統 市町村→農林事務所→本部 
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林 業 用 施 設 被 害 状 況 

市町村名 

(1) 治山関係                            年 月 日  現在 

 数  量 被 害 額 備  考 

山 地 治 山 施 設 ヶ所 千円  

海 岸 保 安 林 ha  

防 潮 林 ヶ所  

そ の 他    

計    

 

(2)林道関係 

 路線数 箇所数 延長 被害額 備考 

林道施設   ｍ 千円  

（橋  梁）   ㎡   

 

（注）橋梁欄には内数として橋梁被害を記入すること。 

 
農林水産部林業班→本部 

報告系統 治山事務所 
農林事務所 

  

被害状況
種別 
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水産関係被害状況報告書 

 

 

年 月 日 時現在 

災 害 の 種 類  災 害 の 時 期 平成  年  月  日

 

ア 漁船被害 

所 属 

漁協組 

区   分 被  害  程  度 乗  務  員 
摘 要

沈没 破損 座礁 行方不明 計 死者 行方不明 負傷者

 

動
力
船 

10トン以上

 

        

        

10トン未満
        

        

無 動 力 船

        

        

        

計          

 

イ 製品類被害 

所属加工組合 製品の種類 被害者数 
被  害  見  込 

被害程度 備 考
数 量 金 額 

       

       

       

       

       

 計      

 

ウ 水産加工及び養殖施設被害 

所属組合又は 

被害場所 

施設種類 被害業者数 規 模

 
被 害 程 度 

区 分 件 滅失 大破 中破 小破 計 

損 害 見 込      
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エ 漁具等の被害 

所属漁協組 
漁具類など
の種類 

被害 
漁業者数 

規 模 
被 害 程 度 

区 分 件 数 滅失 大破 中破 小破 計 

 

計 

  損害見込額      

      

      

      

      

      

      

 

オ 養殖物及び増殖物被害                                （千円） 

養殖物又は 
増殖物の区分 

所属漁協又は 
被害場所 

種 別 
損  害  見  込 

備 考 
数 量 金 額 

      

      

      

      

      

      

 

カ 養殖場及び増殖場被害                        （㎡）     （千円） 

養殖場又は 
増殖場の区分 

所属漁協又は
被害場 

種 類 被害事業者数 被害面積 損害見込額 備 考 
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キ 漁港施設                                       （千円） 

漁 港 名 事業主体 被害施設 損害見込額 備  考 

     

     

     

     

     

     

計     

（注）事業主体欄には公共団体名若しくは水産協同組合名を記入すること。 

報告系統 事業主体→農林水産部水産班→本部 

 

 

 

農地及び農業用施設被害状況報告書 

年 月 日 時現在 

災害の種類  災害の時期      平成  年  月 
備  考 

番 号 被害所在地 工 種 工 法 数 量 金 額 受益面積 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 計       

（注）工種の欄には田，畑，溜池，頭首工，水路，橋梁，堤防，揚水機，道路の別を記入すること。 

工法の欄には，復旧の工法を記入。 

報告系統：農林事務所→農林水産部農地班→本部 
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火 災 状 況 報 告 書 

年  月  日現在 

発火の日時 

鎮火の日時 

災害発生の場所 

罹災者総数 

 

人
の
被
害 

死者      

行方不明      

重傷      

軽傷      

計      

住
家
の
被
害 

 戸 数 面 積 世帯数 人 数 被害見舞金額 

全焼 戸 ㎡ 人 千円

半焼      

計      

非
住
家
の
被
害 

全焼      

半焼 
     

計      

報告系統市町村→生活環境部災害対策班→本部 

 

 

水 防 顛 末 報 告 書 
年  月  日現在 

１  気象の状況 
２  雨量及び水位，高潮又は波浪の状況 
３  水防団員及び消防機関に属するものの出動から終結までの時刻及び人員 
４  堤防，その他の施設等の異常の有無 
５  水防作業の状況及びその結果 
６  使用水防資材の種類及び員数，経費，並びにその消耗分と回収分 
７  水防法第21条による負担下命の種類及び員数 
８  応援の状況 
９  住居者の出動の状況 
10  警察，自衛隊援助の状況 
11  現場指導官公吏氏名 
12  避難立退の状況 
13  水防関係者の死傷 
14  殊勲者及びその功績 
15  今後の水防につき考慮を要する点，その他水防管理者の所見 
 

水防管理団体 
報告系統           →土木部河川班→本部 

市町村  

40



土 木 関 係 被 害 状 況 報 告 書 

 

災害の時期    平成  年  月  日 災害の種類  

 県所属 市町村所属 国所属 その他の所属 計 

道路 

決壊 
ヶ所数      

延 長      

破損 
ヶ所数      

延 長      

堤防 

決壊 ヶ所数      

延 長      

破損 ヶ所数      

延 長      

防波堤 

決壊 ヶ所数      

延 長      

破損 ヶ所数      

延 長      

鉄道不通 
ヶ 所      

延 長      

橋梁流出ヶ所数      

関門破損      

がけ崩れ ヶ所数      

地すべり ヶ所数      

土石流 ヶ所数      

報告系統 工事事務所→土木部河川班→本部 
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消防庁火災・災害即報 

第１号様式（火災）                               第   報 

報 告 日 時 年 月 日 時 分

都 道 府 県  

市 町 村
（ 消 防 本 部 名 ）

 

消防庁受信者氏名  報 告 者 名  

※ 爆発を除く 

火 災 種 別 １ 建物  ２ 林野  ３ 車両  ４ 船舶  ５ 航空機  ６ その他 

出 火 場 所  

出 火 日 時 

(覚知日時) 

月  日  時  分 

（  月  日  時  分） 

（鎮圧日時）

鎮 火 日 時

月  日  時  分 

（  月  日  時  分） 

火元の事態・ 

用 途 
 

事 業 所 名

（代表者氏名）
 

出 火 箇 所  出 火 原 因  

死 傷 者 

死者（性別・年齢）     人 

負傷者 重 症       人 

中等症       人 

軽 症       人 

死者の生じた

理 由
 

焼 損 程 度 
焼損

棟数

全 焼  棟 

半 焼  棟 

部分焼  棟 

ぼ や  棟 

焼 損 面 積

建物焼損床面積     ㎡ 

建物焼損表面積      ㎡ 

林野焼損面積       ha 

罹 災 世 帯 数  気 象 状 況  

消防活動状況 

消防本部（署）       台      人 

消防団           台      人 

その他                  人 

救 急 ・ 救 助 

活 動 状 況 
 

災害対策本部 

等の設置状況 
 

その他参考事項 

（注）第一報については、原則として、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告 
すること。（確認がとれない事項については、確認がとれていない旨「未確認」等）を記入して 
報告すれば足りること。）  

計  棟

42



第２号様式（特定の事故）                            第   報 

報 告 日 時 年 月 日 時 分

都 道 府 県  

市 町 村
（ 消 防 本 部 名 ）

 

消防庁受信者氏名  報 告 者 名  

 

事 故 種 別 １ 火災  ２ 爆発  ３ 漏えい  ４ その他（      ） 

発 生 場 所  

事 業 所 名  特別防災 
区  域 

レイアウト第一種、第二種、 
第三種、その他 

出 火 日 時 
(覚知日時) 

月  日  時  分 
（  月  日  時  分） 

（ 鎮 圧 日 時 ）
鎮 火 日 時

月  日  時  分 
（  月  日  時  分） 

消防覚知方法  気 象 状 況  

物 質 の 区 分 
1.危険物 2.指定可燃物 3.高圧
ガス 4.可燃性ガス 5.毒劇物
6 . R I等 7 .その他（   ）

物 質 名  

施 設 の 区 分 1.危険物施設 2.高危混在施設 3.高圧ガス施設 4.その他（    ） 

施 設 の 概 要  
危 険 物 施 設
の 区 分

 

事 故 の 概 要  

死 傷 者 

死者（性別・年齢）     人 

 

負傷者等       人（    人）

重 症   人（    人）

中等症   人（    人）

軽 症   人（    人）

消 防 防 災 
活 動 状 況 
及 び 
救 急 ・ 救 助 
活 動 状 況 

警戒区域の設定   月  日  時  分 

使用停止命令    月  日  時  分 

出 場 機 関 出場人員 出場資機材 

事

業

所 

自主防災組織 人 

共同防災組織 人 

その他 人 

消防本部(署)
台
人

 

消 防 団 
台
人

 

海上保安庁 人 

自 衛 隊 人 

そ の 他 人 

災害対策本部 

等の設置状況 
 

その他参考事項 

（注）第一報については、原則として、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告 
すること。（確認がとれない事項については、確認がとれていない旨「未確認」等）を記入して 
報告すれば足りること。） 

  

    １ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

    ２ 危険物等に係る事故 

    ３ 原子力災害 

    ４ その他特定の事故 

事故名
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第３号様式（救急・救助事故）                          第   報 

報 告 日 時 年 月 日 時 分

都 道 府 県  

市 町 村
（ 消 防 本 部 名 ）

 

消防庁受信者氏名  報 告 者 名  

 
事故災害種別 １ 救急事故  ２ 救助事故  ３ 武力攻撃災害  ４ 緊急対処事態 

発 生 場 所  

発 生 日 時 
(覚知日時) 

月  日  時  分 
（  月  日  時  分） 

覚 知 方 法  

事 故 の 概 要  

死 傷 者 等 

死者（性別・年齢） 

 
 
         計    人 

負傷者等       人（    人）

重 症   人（    人）

中等症   人（    人）

軽 症   人（    人）不明            人 

救助活動の要否 

 

要配慮者数(見込)  救 助 人 員  

救 急 ・ 救 助 

活 動 の 状 況 

 

災害対策本部 

等の設置状況 

 

その他参考事項 

（注）負傷者欄（ ）書きは、救急隊による搬送人員を内書で記入すること。 
（注）第一報については、原則として、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告 

すること。（確認がとれない事項については、確認がとれていない旨「未確認」等）を記入して 
報告すれば足りること。）  
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第４号様式（その１） 

報 告 日 時 年 月 日 時 分

都 道 府 県  

市 町 村
（ 消 防 本 部 名 ）

 

災害名          （第  報）  報 告 者 名  

 
災

害

の

概

況

発生場所  発 生 日 時 月  日  時  分 

 

被

害

の

状

況 

死傷者 

死 者 人 不明  人

住家 

全壊   棟 一部損壊   棟 

負傷者 人 計   人 半壊   棟 床上浸水   棟 

 

応

急

対

策

の

状

況

災害対策本部等の

設 置 状 況

（都道府県） （市町村） 

 

（注）第一報については、原則として、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告 
すること。（確認がとれない事項については、確認がとれていない旨「未確認」等）を記入して 
報告すれば足りること。）  

[災害概況即報] 

 

消防庁受信者氏名         

45



第４号様式（その２） 

〔被害状況即報〕 

 

都道府県  区  分 被  害 

災害名報告番号 

災害名 

第    報 

（  月  日  時現在）

そ

の

他 

田 
流出・埋没 ha  

冠 水 ha 

畑 
流出・埋没 ha 

冠 水 ha 

報 告 者 名 
 文 教 施 設 箇所  

病 院 箇所  

区  分 被  害 道 路 箇所  

人

的

被

害

死 者 人  橋 り ょ う 箇所  

行 方 不 明 者 人  河 川 箇所  

負
傷
者

人 人  港 湾 箇所  

人 人  砂 防 箇所  

住

家

被

害 

全 壊

  清 掃 施 設 箇所  

  崖 く ず れ 箇所  

  鉄 道 不 通 箇所  

半 壊

  被 害 船 舶 隻  

  水 道 戸  

  電 話 回線  

一 部 破 壊

  電 気 戸  

  ガ ス 戸  

  ブ ロ ッ ク 塀 等 箇所  

床 上 浸 水

  

     

  

床 下 浸 水

  罹 災 世 帯 数 世帯  

  罹 災 者 数 戸  

  火
災
発
生 

建 物 件  

非
住
家

公 共 建 物   危 険 物 件  

そ の 他   そ の 他 件  
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区  分 被  害 災

害
対
策
本

部
等
の
設
置

状
況 

都
道
府
県 

 

公 共 文 教 施 設 千円   

農 林 水 産 業 施 設 千円   

公 共 土 木 施 設 千円  市

町

村 

 

その他の公共施設 千円  

小 計 千円  

公共施設被害市町村数 団体  

そ

の

他

農 業 被 害 千円  

林 業 被 害 千円  

畜 産 被 害 千円  災
害
救
助
法
適
用
市
町
村
名

 

水 産 被 害 千円  

商 工 被 害 千円  

   

計            団体  

そ の 他 千円  消防職員出動述人数 人  

被 害 総 額 千円  消防団員出動述人数 人  

備 

考 

災害発生場所 

災害発生年月日 

災害の種類概況 

応急対策の状況 

119番通報件数 

 ・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 

 ・避難の勧告・指示の状況 

 ・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 

 ・自衛隊の派遣要請、出動状況 

 ・災害ボランティアの活動状況 

 

 

※１ 被害額は省略することができるものとする。 

※２ 119番通報の件数は、10件単位で、例えば約10件、30件、50件（50件を超える場合は多数）と記 

入すること。 
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自衛隊に対する災害派遣要請依頼書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

文   書   番   号

平成  年  月  日

茨 城 県 知 事 殿 

機関・職・氏名          印   

 

自衛隊の災害派遣要請について（依頼） 

 

うえのことについて，自衛隊法第83 条の規定による自衛隊の派遣を，下記のとおり依頼します。

 

記 

 

１ 災害の状況及び派遣要請の理由 

(1) 災害の種類 水害，地震，津波，風害，火災，土砂崩れ，遭難，交通事故，その他（  ）

(2) 災害発生の日時   平成  年  月  日  時  分 

(3) 場  所 

(4) 被害状況 

(5) 要請する理由 

 

２ 派遣を希望する期間  自 平成  年  月  日  時  分 

至 平成  年  月  日  時  分 

 

３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

(1) 派遣希望区域            市 町 

県 

郡 村 

(2) 活動内容 

 

４ その他参考事項 

(1) 現地において協力しうる団体，人員，機材等の数量及びその状況 

(2) 派遣部隊の宿営（宿泊）地又は宿泊施設の状況 

(3) 現地における要請者側の責任者及びその連絡方法 

(4) 気象の概況 

(5) その他 
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臨時ヘリポート一覧 

平成２５年３月１日現在 

所 在 地 名 称 土地の状況 管理者 

八千代町若1808 八千代第一中学校 土 八千代町 

八千代町菅谷833－1 八千代町民公園 芝地 〃 

八千代町粟野291－2 粟野運動公園 芝地 〃 

八千代町東蕗田241－1 東蕗田運動公園 土 〃 

八千代町貝谷37 貝谷運動公園 土 〃 

八千代町菅谷35 中結城地区公園 芝地 〃 
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自衛隊に対する部隊撤収要請依頼書 

  文   書   番   号

平成  年  月  日

 

茨 城 県 知 事 殿 

 

機関・職・氏名        印     

自衛隊の災害派遣部隊の撤収について（依頼） 

平成  年  月  日付    号で依頼した自衛隊の災害派遣については，下記のとおり

部隊の撤収要請を依頼します。 

 

記 

 

１ 撤収要請理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 撤収期日   平成  年  月  日  時  分 

 

 

３ その他必要事項 

 

50



緊急通行車両確認証明書等 

第     号 

年  月  日

 

緊 急 通 行 車 両 確 認 証 明 書 

 

知   事 □印
公安委員会 □印

番号標に表示され 

ている番号  

車両の用途（緊急 

輸送を行う車両に 

あっては、輸送人 

員又は品名） 

 

使 用 者 

住 所 
(   )   局   番        

氏 名  

通 行 日 時 
 

通 行 経 路 

出 発 地 目 的 地 

  

備 考   

備考 用紙は日本工業規格Ａ５とする。 
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【緊急輸送車両標章】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考１ 色彩は記号を黄色、緑及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」、「有効期限」、「年」、「月」 

及び「日」の文字を黒色、登録(車両)番号並びに年、月及び日を表示する部分を白色、地を銀色とする。 

２ 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施す。 

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 
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緊急交通路の交通規制標識 

 

備考１ 色彩は文字、縁線及び区分線を青色、斜めの線及び枠を赤色、地を白色とする。 

２ 縁線及び区分線の太さは、１センチメートルとする。 

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 

４ 道路の形状又は交通の状況により特別の必要がある場合にあっては、図形の寸法の２倍まで 

拡大し、又は図形の寸法の２分の１まで縮小することができる。 
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医療ボランティア一覧 

  
① 医師・看護師 

ア 医療救護チーム・災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）に加わり、医療救護所で診療を行う。

イ 被災地の医療機関において診療を行う。 

ウ 後方医療施設において診療を行う。 

エ 避難所等を巡回し診察等を行う。 

オ 遺体の検案を行う。 

※ 精神科の医師についてはイ、エの精神科領域を担当 

② 看護師 

ア 医療救護チームに加わり、医療救護所で診療補助を行う。 

イ 被災地の医療機関において診療補助を行う。 

ウ 後方医療施設において診療補助を行う。 

エ 避難所等を巡回し診察の補助等を行う。 

③ 臨床検査技師 

ア 被災地の医療機関において臨床検査を行う。 

イ 後方医療施設において臨床検査を行う。 

ウ 避難所等において避難者の血栓症検診等を行う。 

④ 診療放射線技師 

ア 被災地の医療機関において放射線を用いた検査・治療を行う。 

イ 後方医療施設において放射線を用いた検査・治療を行う。 

⑤ 理学療法士 

ア 被災地の医療機関等において理学療法を行う。 

イ 後方医療施設等において理学療法を行う。 

ウ 避難所等において被災者の健康管理のための運動指導等を行う。 

⑥ 作業療法士 

ア 被災地の医療機関等において作業療法を行う。 

イ 後方医療施設等において作業療法を行う。 

ウ 避難所等において被災者の健康管理のための生活指導等を行う。 

⑦ 薬剤師 

ア 医療救護チームに加わり、医療救護所で調剤業務及び服薬指導を行う。 

イ 被災患者の持参薬識別と必要に応じた医師への代替薬の提案を行う。なお、薬を滅失 

した被災患者からは、聞き取り情報等により、服用薬の特定を行う。 

ウ 医薬品集積センターにおいて、医薬品の仕分け・在庫管理等の業務を行う。 

エ 避難者等の健康相談（一般用医薬品の服用に係る相談等）を行う。 

オ 避難所等において、環境検査、飲料水の検査等の衛生管理を行う。 

カ 被災地等において、消毒方法等の防疫指導を行う。 

⑧ 保健師 

避難所等を巡回し、被災者の健康管理や栄養指導を行うとともに、医療ニーズを把握し、 

医療救護チーム・災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）に連絡する。 
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⑨ 助産師 

避難所等において母子の健康指導・育児相談等を行う。 

⑩ 栄養士 

避難所等を巡回し、給食の管理や被災者の栄養指導を行う。 

⑪ 歯科医師 

避難所等を巡回し、被災者の歯科診療を行う。 

⑫ 歯科衛生士 

避難所等を巡回し、被災者の歯科診療の補助、口腔ケア指導等を行う。 

⑬ 歯科技工士 

避難所等において歯科医師の指示を受け歯科技工物の簡易な修理等を行う。 

⑭ 精神保健福祉士 

被災地の精神科病院、精神障がい者福祉施設等において精神障がい者の相談・援助を行う。

⑮ 臨床心理士 

ア 避難所等を巡回し、被災者の心の相談を行う。 

イ 県、市町村が設置する心の相談窓口において相談を行う。 

ウ 災害対策要員のメンタルケアを行う。 

⑯ あん摩マッサージ指圧師 

避難所等において、あん摩マッサージ指圧の施術を行う。 

⑰ はり師 

避難所等において、はりの施術を行う。 

⑱ きゅう師 

避難所等において、きゅうの施術を行う。 
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予想される相談内容 

項   目 内   容 

①生命保険、損害保険 支払い条件等 

②家電製品 感電、発火等の二次災害 

③法律相談 借地借家契約、マンション修復、損害補償等 

④心の悩み 恐怖、虚脱感、不眠、ストレス、人間関係等 

⑤外国人 安否確認、震災関連情報等 

⑥住宅 仮設住宅、空家情報、公営住宅、復旧工事 

⑦雇用、労働 失業、解雇、休業、賃金未払い、労災補償等 

⑧消費 物価、必需品の入手 

⑨教育 学校 

⑩福祉 障がい者、高齢者、児童等 

⑪医療・衛生 医療、薬、風呂 

⑫廃棄物 ガレキ、ゴミ、産業廃棄物、家屋の解体 

⑬金融 融資、税の減免 

⑭ライフライン 電気、ガス、水道、下水道、電話、交通 

⑮手続き 罹災証明、死亡認定等 

⑯複合災害に関する相談 例：原発事故に伴う健康・避難・風評被害等 
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災害救助法による救助の内容 

救助の種類 対  象 費用の限度額 期 間 備     考 

避難所の設置 災害により、現に被

害を受け、又は被害を

受けるおそれのある 

者を受入れする。 

 

（基本額） 

避難所設置費 

１人１日当り 

320円以内 

高齢者等の要配慮者等

を受入れする「福祉避難

所」を設置した場合、当

該地域における通常の

実費を支出でき、上記を

超える額を加算できる。

災害発生の 

日から７日以 

内 

（但し内閣
総理大臣に
協議し，特
別基準を設
定すること
ができる）

１ 費用は、避難所の設置、

維持及び管理のための

賃金職員等雇上費、消耗

品機材費、建物等の使用

謝金、借上費又は購入

費、光熱水費並びに仮設

便所等の設置費を含む。

２ 輸送費は別途計上 

３ 福祉避難所を設置した

場合、当該地域の実費加

算 

応急仮設住宅

の供与 

 

住宅が全壊、全焼

又は流出し、居住す

る住家がない者であ

って、自らの資力で

は住宅を得ることが

できない者 

 

知事が地域の実情，世

帯構成等に応じて設定

１ 限度額：１戸当り 

5,516,000円以内 

２ 同一敷地内等にお 

おむね50戸以上設置

した場合は、集会等

に利用するための施

設を設置できる。（規

模、費用は別に定め

るところによる） 

災害発生の

日から20日以

内着工 

 

１ 高齢者等の要配慮者等

を数人以上受入れする

「福祉仮設住宅」を設

置できる。 

２ 供与期間：完成の日か

ら建築基準法に規定す

る期限 

３ 民間賃貸住宅の借上げ

による設置も対象とす

る。 

炊き出しその

他による食品

の給与 

 避難所に受入れさ

れた者又は災害に
より現に炊事の
できない者 

１人１日当り 

1,130円以内 

 

災害発生の

日から７日以

内 

（但し内閣
総理大臣に
協議し、特
別基準を設
定すること
ができる）

食品給与のための総経費

を延給食日数で除した金額

が限度額以内であればよ

い。 

（１食は1/3日） 

飲料水の供給 現に飲料水を得る

ことができない者

(飲料水及び炊事の

ための水であるこ

と。) 

当該地域における通常

の実費 

災害発生の

日から７日以

内 

（但し内閣
総理大臣に
協議し、特
別基準を設
定すること
ができる）

輸送費、人件費は別途計

上 

被服寝具その 

他生活必需品 

の給与又は貸 

与 

 

１ 全半壊(焼)、流失、

床上浸水若しくは

船舶の遭難等によ

り、生活上必要な

被服、寝具、その

他生活必需品を喪

失、又は毀損し、

直ちに日常生活を

営むことが困難な

者 

夏季(４月～９月) 

冬期(10月～３月) 

の季別は災害発生の日 

をもって決定する。 

 

災害発生の日か

ら10日以内 

（但し内閣
総理大臣に
協議し、特
別基準を設
定すること
ができる）

１ 備蓄物資の価格は年度 

当初の評価額 

２ 現物給付に限ること 
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救助の種類 対  象 費用の限度額 期 間 備     考 

  ２ 下記金額の範囲内   

区分 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯
6人以上１人増

すごとに加算

全壊

全焼

流失

夏
季 

円

18,400

円

23,700

円

34,900

円 

41,800 

円

52,900

円

7,800

冬
季 

30,400 39,500 54,900 64,200 80,800 11,100

半壊

半焼

床上浸水

夏
季 

6,000 8,100 12,100 14,700 18,600 2,600

冬
季9,700 12,700 18,000 21,400 27,000 3,500

医  療 医療の途を失った
者(応急的処置) 

１ 救護班…使用した
薬剤、治療材料、
医療器具破損等の
実費 

２ 病院又は診療所…
国民健康保険の診
療報酬の額以内 

３ 施術者…協定料金
の額以内 

災害発生の
日から14日以
内 

（但し内閣
総理大臣
に協議し、
特別基準
を設定す
ることが
できる） 

患者等の移送費は別途計
上 

助  産 災害発生の日以前
又は以後７日以内に
分べんした者であっ
て、災害のため助産の
途を失った者(出産の
みならず、死産及び流
産を含み現に助産を
要する状態にある者)

１ 救護班等による場
合は、使用した衛
生材料等の実費 

２ 助産婦による場合
は慣行料金の100
分の80以内の額 

分べんした
日から７日以
内 

（但し内閣
総理大臣
に協議し、
特別基準
を設定す
ることが
できる） 

妊婦等の移送費は別途計
上  

被災者の救
出 

 

１ 現に生命、身体が
危険な状態にあ
る者 

２ 生死不明な状態 
にある者 

当該地域における通
常の実費 

災害発生の 
日から３日以 
内 

（但し内閣
総理大臣
に協議し、
特別基準
を設定す
ることが
できる） 

１ 期間内に生死が明らか 
にならない場合は、以後
「死体の捜索」として取
り扱う。 

２ 輸送費、人件費は、別途
計上 

被災した住
宅の応急修
理 

１ 住宅が半壊(焼)
し、自らの資力で
は応急修理をす
ることができな
い者 

２ 大規模な補修を
行わなければ居
住することが困
難である程度に
住宅が半壊（焼）
したもの 

居室、炊事場及び便
所等日常生活に必要 
最小限度の部分 
一世帯当り 

574,000円以内 

災害発生の
日から１か月
以内 
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救助の種類 対  象 費用の限度額 期 間 備     考 

学用品の給与 住家の全壊(焼)、流
失、半壊(焼)又は床上
浸水により学用品を 
喪失又は毀損し、就学
上支障のある小学校 
児童、中学校生徒、 
高等学校、中等教育
学校の後期課程、特
別支援学校の高等
部、高等専門学校、
専修学校及び各種
学校等生徒 

１ 教科書及び教科書
以外の教材で、教育
委員会に届出又は
その承認を受けて
使用している教材、
又は正規の授業で
使用している教材
実費 

２ 文房具及び通学用
品は、1人当たり次
の金額以内 
小学校児童 

：4,400円
中学校生徒 

：4,700円
高等学校生徒 

：5,100円

災害発生の
日から(教科
書) 
１ヵ月以内 
(文房具及び 
通学用品) 
15日以内 

１ 備蓄物資は評価額 
２ 入進学時の場合は個々の

実情に応じ支給する。 

埋  葬 災害の際死亡した
者を対象にして実際
に埋葬を実施する者
に支給 

１体当り 
大人：210,200円 
小人：168,100円 

災害発生の
日から10日以
内 

 

死体の捜索 行方不明の状態に 
あり、かつ、各般の事
情により既に死亡し 
ていると推定される 
者 

当該地域における通
常の実費 
 

災害発生の
日から10日以
内 

（但し内閣
総理大臣
に協議し、
特別基準
を設定す
ることが
できる） 

１ 輸送費、人件費は別途計
上 

２ 災害発生後３日を経過し
たものは一応死亡したも
のと推定している。 

死体の処理 災害の際死亡した 
者について、死体に関
する処理（埋葬を除 
く。）をする。 

(洗浄、消毒、縫合等)
１体当り3,400円以内 

既存建物借上げ費
通常の実費 
既存建物以外 
１体当り 
5,300円以内 

救護班以外は慣行
料金 

災害発生の
日から10日以
内 
 

１ 検索は原則として救護班
２ 輸送費、人件費は別途計

上 
３ 死体の一時保存にドライ

アイス購入費等が必要な
場合は、当該地域にける
通常の実費を加算でき
る。 

障害物の除去 居室、炊事場、玄関
等に障害物が運びこ
まれているため生活
に支障をきたしてい
る場合で自力では除
去することができな
い者 

１世帯当り 
135,100円以内 

災害発生の
日から10日以
内 

（但し内閣
総理大臣
に協議し、
特別基準
を設定す
ることが
できる） 

 

 

  

(

一
時
保
存)

(

検
索)
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救助の種類 対  象 費用の限度額 期 間 備     考 

輸送費及び賃 
金職員等雇上 
費 

 

１ 被災者の避難 
２ 医療及び助産 
３ 被災者の救出 
４ 飲料水の供給 
５ 死体の捜索 
６ 死体の処理 
７ 救助用物資の

整理配分 

当該地域における通
常の実費 

救助の実施
が認められる
期間以内 

 

実費弁済 災害救助法施行令
第10条第１号から第
４号までに規定する
者 

１人１日当り 
医師、歯科医師 

20,700円以内 
 

薬剤師、診療放射線

技師、臨床検査技師、

臨床工学技士及び歯

科衛生士 
16,200円以内 

 
保健師、助産師、看

護師及び准看護師 
16,500円以内 

 
救急救命士 

15,400円以内 
 
土木技術及び建築技

術者 
16,700円以内 

 
大工 

23,800円以内 
左官 

24,500円以内 
とび職 

23,500円以内 

救助の実施
が認められる
期間以内 
 

時間外勤務手当及び旅費は
別途に定める額 
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被災者生活再建支援法の適用に係る被害状況報告書 

 

番      号 

平成 年 月 日 

茨城県知事          殿 

 

                           市町村長名 

 

このことについて，被災者生活再建支援法施行令第１条の基準に該当する災害が発生しましたので 

下記のとおり報告します。 

 

記 

 

災 害 発 生 日 時 平成  年  月  日 午前・午後  時  分 

災害の原因及び概況  

 

人口 
全壊 

世帯数 

半壊 

世帯数 

床上浸水 

世帯数 
備 考 

 人 世帯 世帯 世帯  

  

  

  

  

合 計  

注１：被災者生活再建支援法施行令第１条第１号に該当する市町村にあっては全ての項目を記載すること。 

注２：被災者生活再建支援法施行令第１条第２号～５号に該当する市町村にあっては，全壊世帯数のみ記載 

すること。 

  

印

被害の状況

災害発生場所 

（町・字名） 
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被害状況報告表 

保健福祉部                    発生 

福祉指導課扱         被害状況報告表   中間 様式 

決定 

平成  年  月  日   時現在 

市町村

①災害発生の日時 

②災害発生の場所 

③災害発生の原因 

④災 害 の 状 況  

区分 棟 世帯 人 備考 

ア 
人
的
被
害 

死 者     

イ 行 方 不 明 者     

ウ 負
傷

重 傷     

エ 軽 傷     

オ 

住
家
被
害 

全壊・全焼又は流出 棟 世帯 人  

カ 半 壊 又 は 半 焼     

キ 一 部 破 壊     

ク 床 上 浸 水     

ケ 床 下 浸 水     

⑤救助の措置  

  

ア すでに措置したもの  

イ 今後措置を要するもの  

⑥その他の特記事項  

平成  年  月  日   時報告 

  茨城県知事         殿 

              （報告者）        市(町村)災害対策本部長 

                           報告書作成者 職  氏名 

 

（注）１ 電話報告の際もこの様式によって行うこと。 

   ２ 災害救助法発動前における報告もこの様式によること。 

 

  

救助の種類

区 分
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職員動員表-風水害 

平成３０年３月１日現在 

部隊名 班  名 部･課･係 

連絡体制 警戒体制 非常体制 

連絡配備 警戒配備 第1配備 非常配備 

本部事務局 消防交通課 
課長及び 
係員 

全員 全員 全員 

総務 
部隊 

総務班 

総務課 ― 主査以上 全員 全員 

議会事務局 ― 
管理職級 
以上 

主査以上 全員 

広報記録班 秘書課 ― 主査以上 半数以上 全員 

調査班 税務課 ― 
管理職級 
以上 

半数以上 全員 

財務 
部隊 

財務班 

財務課 ─ 主査以上 半数以上 全員 

まちづくり
推進課 

─ 主査以上 半数以上 全員 

会計課 ─ 
管理職級 
以上 

半数以上 全員 

民生 
部隊 

救護救援班 

保健福祉部 ― 主査以上 半数以上 全員 

社会福祉協
議会 

― ― 半数以上 全員 

住民対策班 戸籍住民課 ― 
管理職級 
以上 

半数以上 全員 

環境対策班 環境対策課 ― 
管理職級 
以上 

半数以上 全員 

食料対策班 給食センター ― 
管理職級 
以上 

主査以上 全員 

建設 
農政 
部隊 

土木対策班 都市建設課 
課長及び 
係員 

半数以上 全員 全員 

上下水道班 上下水道課 ─ 主査以上 全員 全員 

農業班 

産業振興課 ― 
管理職級 
以上 

半数以上 全員 

農委事務局 ― 
管理職級 
以上 

半数以上 全員 

商工班 商工観光係 ― ─ 半数以上 全員 

教育 
部隊 

学校管理班 

学校教育課 ― 主査以上 半数以上 全員 

各小中学校 ― 別途計画 別途計画 別途計画 

社会教育班 生涯学習課 ― 主査以上 半数以上 全員 

消防 消防班 
八千代町 
消防団 

― 別途計画 別途計画 別途計画 

（注）全職員が非常配備の場合でも、状況に応じて通常業務を行う職員を配置することがある。
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避難行動要支援者関連施設一覧 

平成３０年３月１日現在 

１ 幼稚園 

№ 施  設  名 所  在  地 
電話番号 

備    考 
Ｆ Ａ Ｘ 

１ 八千代中央幼稚園 菅谷 1137－2 
48－2511 

 
48－2511 

２ 八千代ひかり幼稚園 西大山 628－15 
48－2535 

 
48－4168 

３ たちばな幼稚園 高崎 1068－4 
48－0254 

鬼怒川洪水浸水想定区域
30－2080 

４ さわきこども園 菅谷 898－38 
48－1883 

 
48－1854 

 

２ 保育園 

№ 施  設  名 所  在  地 
電話番号 

備    考 
Ｆ Ａ Ｘ 

１ 八千代保育園 沼森 1132 
48－0668 

鬼怒川洪水浸水想定区域
30－2055 

２ 安静保育園 蕗田 728 
48－2295 

 
48－2295 

３ 中結城保育園 佐野 357－1 
48－0173 

鬼怒川洪水浸水想定区域
30－4113 

４ ひかり保育園 平塚 3760－2 
48－0102 

 
48－4621 

５ みどりが丘保育園 高崎 1069－1 
48－0254 

鬼怒川洪水浸水想定区域
30－2080 

 

３ 障害者施設 

№ 施  設  名 所  在  地 
電話番号 

備    考 
Ｆ Ａ Ｘ 

１ あじさい学園寮 平塚 4799－1 
48－3880 

 
48－3881 

２ あじさい学園八千代 平塚 4753 
48－3882 

 
48－3908 
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４ 介護施設 

№ 施  設  名 所  在  地 
電話番号 

備    考 
Ｆ Ａ Ｘ 

１ 
特別養護老人ホーム 

錦荘 
栗山 229－1 

49－2966 
 

49－3402 

２ 
特別養護老人ホーム 

玉樹 
菅谷 1021－1 

49－3886 
 

49－1715 

３ 
グループホーム 

えがお 
蕗田 161－10 

48－3915 
 

48－3555 

４ 
グループホーム 

欒欒（らんらん） 
菅谷 1143－1 

30－2222 
 

48－3800 

５ 
小規模多機能型居宅介護 

なごみ苑 
村貫 111－3 

30－3753 
 

49－1731 

６ 
介護老人保健施設 

葵の園・八千代 
新井 115－1 

30－3700 
鬼怒川洪水浸水想定区域

30－3003 

 

５ 医療施設（有床施設） 

№ 施  設  名 所  在  地 
電話番号 

備    考 
Ｆ Ａ Ｘ 

１ 八千代病院 栗山 238 
48－1181 

病床数55床 
49－3678 

 

６ 医療施設（診療所等） 

№ 施  設  名 所  在  地 
電話番号 

備    考 
Ｆ Ａ Ｘ 

１ 菊山医院 高崎 1054 
48－1294 

鬼怒川洪水浸水想定区域
 

２ 

茨城西南医療センター病 

院付属 

八千代診療所 

菅谷 1170－1 
48－2001 

 
 

３ 佐々木整形外科 菅谷 1065－2 
30－2424 
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消防団出動区域 

平成２５年３月１日現在  

分団名 
町内管轄区域 

（大字区分） 

隣接市町村応援出動 

第１出動 第２出動 第３出動

第１分団 
仁江戸、粟野、片角 

中野、苅橋、東大山 

下妻市 

（村岡、別府） 

下妻市 

（旧千代川村） 
 

第２分団 
太田、若、沼森、貝谷 

川尻、今里、本郷 

下妻市 

（長塚、中居指、今泉）

下妻市全域  

第３分団 
佐野、瀬戸井、西大山 

塩本、下山川、粕礼 

古河市（間中橋） 

結城市（山川、江川） 

古河市（旧三和町） 古河市 

第４分団 安静地区全域 常総市（崎房、馬場） 

坂東市（旧岩井市） 

常総市（旧石下町） 

 

第５分団 下結城地区全域 
古河市（長左ヱ門） 

坂東市（川端、砂崎） 

古河市（旧三和町） 

坂東市（旧猿島町） 
境 町 

五霞町 

第６分団 川西地区全域 

下妻市 

（尻手、渋井、平方） 

結城市（山川） 

  

第７分団 
兵庫、菅谷、成田 

大戸新田 
 

下妻市全域、 

坂東市全域 

常総市（旧石下町） 

古河市（旧三和町） 

古河市 

境 町 

五霞町 

 

第１出動：通常時における出動。 

第２出動：非常火災時における出動。 

第３出動：大規模火災時における出動。 
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広域消防出動区域（第１出動） 

平成２５年３月１日現在  

出 動 指 定 区 域 

（大 字 区 分） 

八 千 代

分 署

下 妻

消 防 署

千 代 川

分 署

石 下 

分 署 

三 和

分 署

猿 島

分 署

 

若。 

佐野、瀬戸井、兵庫、菅谷、東原 

大戸新田、成田、西大山、塩本 

下山川、粕礼。 

水口、松本。 

村貫。 

久下田、新井、八町、袋、野爪 

坪井、高崎、大渡戸、大里、小屋。 

 

○ ○   ○  

 

仁江戸、粟野、片角、中野、苅橋 

東大山、太田、沼森、貝谷、川尻 

今里。 

蕗田、東蕗田、栗山、新地、福岡 

栗山、新地新田。 

 

○ ○ ○    

尾崎、大間木、芦ヶ谷、芦ヶ谷新田 

磯。 
○  ○   ○ 

平塚。 ○    ○ ○ 
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被害状況の判定基準 

被 害 区 分 判 定 基 準 等 

人 

的 

被 

害 

死  者 
当該災害が原因で死亡し、死体を確認した者又は死体は確認できないが、

死亡したことが確実な者。 

行方不明 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのある者。 

負 傷 者 

当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける見込みのある者。

（重傷）１ヶ月以上の治療を要する見込みの者 

（軽傷）１ヶ月未満で治療できる見込みの者 

住 
 
 

家 
 
 

被 
 
 

害 

住  家 
現実に居住のために使用している建物をいい、社会通念上の住家であるか

どうかは問わない。 

 棟 

一つの建物をいう。 

主屋より延べ面積の小さい建物（同じ宅地にあるもので、非住家として計

上するにいたらない小さな建物、便所、風呂場、炊事場）が付随している

場合は同一棟とみなす。 

また、渡り廊下のように二つ以上の主屋に付随しているものは折半して、

それぞれを主屋の付属建物とする。 

世  帯 

生計を一にしている実際の生活単位をいう。（同一家屋内の親子夫婦であ

っても生活の実態が別々であれば当然２世帯となる。また、主として学生

等を宿泊させている寄宿舎、下宿、その他これらに類する施設に宿泊する

もので共同生活を営んでいる者については、原則として寄宿舎等を１世帯

として取り扱う。） 

全  壊 

住家が滅失したもので、具体的には住家の損壊、若しくは流失した部分の

床面積がその住家の延べ面積７０％以上に達したもの、又は住家の主要構

造部の被害額がその住家の時価の５０％以上に達した程度のものとする。

半  壊 

住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに使用できるもので、具体的

には損壊部分がその住家の延べ面積の２０％以上７０％未満のもの、又は

住家の主要構造部分の被害額がその住家の時価の２０％以上５０％未満 

のものとする。 

一部損壊 
全壊及び半壊に至らない程度の住家の破損で、補修を必要とする程度のも

のとする。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなものは除く。

床上浸水 
住家の床より上に浸水したもの及び全壊、半壊には該当しないが、土砂、

竹木等の堆積により一時的に居住することができないものとする。 

床下浸水 床上浸水に至らない程度に浸水したものとする。 

非
住
家
の
被
害 

非 住 家 

自家以外の建物でこの報告中他の被害箇所項目に属さないものとする。こ

れらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。 

尚、この被害は、全壊・半壊の被害を受けたもののみ記入する。 

公共建物 役場庁舎、公民館等の公用又は、公共の用に供されている建物とする。 

そ の 他 公共の建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 
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被 害 区 分 判 定 基 準 等 

そ 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

の 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
他 

田の流失・ 

埋   没 

田の耕土が流失し、又は砂利等のたい積のため、工作が不能となったもの

とする。 

田の冠水 稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。 

畑の流失・ 

埋没・冠水 
田の例に準じて取り扱うものとする。 

文 教 施 設 
小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、盲学校、聾学校、養護

学校及び幼稚園における教養の用に供する施設とする。 

道  路 
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条第１項に規定する道路のうち、

橋梁を除いたものとする。 

橋  梁 道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋とする。 

河  川 

河川法（昭和３９年法律第１６７号）が適用され、若しくは準用される河

川若しくは、その他の河川又はこれらのものの維持管理上必要な堤防、護

岸、水制、床止その他の施設若しくは、沿岸を保全することを必要とする

河岸とする。住家の床より上に浸水したもの及び全壊、半壊には該当しな

いが、土砂、竹木等の堆積により一時的に居住することができないものと

する。 

港  湾 

港湾法（昭和２５年法律２１８号）第２条第５項に規定する水域施設、外

かく施設、けい留施設、又は港湾の利用及び管理上重要な臨港交通施設と

する。 

砂  防 

砂防法（明治３０年法律第２９号）第１条に規定する砂防施設、同法第３

条の規定によって同法が準用される砂防のための施設、又同法第３条の２

の規定によって同法が準用される天然の河岸とする。 

清掃施設 ごみ処理及びし尿処理施設とする。 

鉄道不通 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。 

被害船舶 

ろ・かいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行不能とな

ったもの及び流失し、所在が不明になったもの、ならびに処理しなければ

航行できない程度の被害を受けたものとする。 

電  話 災害により通話不能となった電話の回線数とする。 

電  気 災害により停電した戸数の最も多い時点における戸数とする。 

水  道 
上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水している時 

点における戸数とする。 

ガ  ス 
一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち最も 

多く供給停止となった時点における戸数とする。 

ブロック塀 倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 
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被 害 区 分 判 定 基 準 等 

火 災 発 生 公共の建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 

罹 災 世 帯 
災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通常の生活を維持できな

くなった生計を一にしている世帯とする。 

罹  災  者 罹災世帯の構成員とする。 

公 共 文 教 施 設 公共の文教施設をいう。 

農林水産業施設 

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和２

５年法律第１６９号）による補助対象となる施設をいい、具体的には、農

地、農業用施設、林業施設、漁港施設及び共同利用施設とする。 

公共土木施設 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和２６年法律第９７号）によ

る国庫負担の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂防施設、

林地荒廃防止施設、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設、道路、港

湾、漁港及び下水道とする。 

そ の 他 の 

公 共 施 設 

公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設をいい、

例えば庁舎、公民館、児童館、都市施設等の公用又は公共の用に供する施

設とする。 

公共施設被害 

市 町 村 数  

公共文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及びその他の公共施設被害

を受けた市町村とする。 

そ 
 
 

の 
 
 

他 

農産被害 
農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、農作物等

の被害とする。 

林産被害 農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害とする。

畜産被害 農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害とする。

水産被害 
農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えばのり、魚貝、漁船等の被害

とする。 

商工被害 
建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等の被害

とする。 

被害の程度及び応急対策状況（経過）要請事項等の記載の主たるものを例示すると、次のとお 

りである。 

・人、住家の被害状況及びこれに対する災害救助活動状況 

・避難の状況 

・主要河川、海岸、ため池、砂防施設、港湾等の被害状況及びこれに対する応急対策活動状況、 

復旧見込 

・主要道路、交通機関の被害状況及びこれに対する応急対策活動状況、復旧見込 

・学校、病院、庁舎等重要公共施設の被害状況及びこれに対する応急対策活動状況 

・電力、ガス、水道、通信施設等公益事業施設の被害状況及びこれに対する応急対策活動 

状況、復旧見込 

・農林水産業施設、農林水産物の被害状況及びこれに対する応急対策活動状況、復旧見込 

・応援要請又は職員派遣の状況 
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罹災台帳様式 

（整理番号第  号） 

罹災場所 

八千代町          番地 

 

          番   号 

家屋所有者 

                 番地 

   市 

             番    号 

罹 
 
 

 
 

災 
 
 

 
 

者 

住所 

                 番地 

八千代町 

       番    号 

避難場所 

 

続 

柄 

氏  名
性 

別 

生年月日 
職業又は 
学 年 別 

現    況 

その他

死亡 
行方 
不明 

重傷 軽傷

1           

2           

3           

4           

5           

6           

7           

8           

9           

10           

罹 
災 

状 

況 

住 

家 

□／壊（焼） □床上浸水   □借家 

               □間借 

□／流失   □床下浸水   □自宅 

そ 

の 

他 

の 

事 

項 

 家 

財 

□／壊（焼） □／き損 

 

□／流失 

住家等
被害判
定結果 

□その他 □一部 □半壊 □全壊 

 
                  □要     □要      □要 
                     応急仮 
調査員の意見   避難所受入              炊き出し      その他 
                     設住宅 
                  □否     □否      □否 

罹災 
  
   年   月   日   時   分 調査の職・氏名 

 
              印 

調査 
 

年   月   日   時   分 
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（裏面） 

月・日 物 資 交 付 及 び 援 護 状 況 認 印

・   

・   

・   

・   

・   

・   

・   

・   

・   

・   

 

記入上の注意 

１ この票は、応急救助実施の基本となるものであるから正確に記入すること。特に、被害程度、 

家族の状況及び小・中学校の児童、生徒の有無についてはもれなく記入すること。 

２ 被害程度の判定基準は下記によること。 

(1)「全壊、全焼、流失」とは、延床面積の70パーセント以上が焼失、損壊、流失したもの 

又は住家の主要構造部分の被害額がその住家の時価の50パーセント以上に達したものを 

いう。 

(2)「半焼、半壊」とは延床面積の20パーセント以上70パーセント未満が焼失、損壊した 

もの又は住家の主要構造部分の被害額がその住家の時価の20パーセント以上50パーセ 

ント未満のものをいう。ただし、修理しても住宅として使用不能のものは全焼、全壊、流 

失に含めること。 

(3)「床上浸水」とは住家が床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居住できなかったもの 

をいう。 

３ 死亡、行方不明、重傷、軽傷欄は、該当欄に○印を付すこと。 

４ 重・軽傷の区分は下記による。 

(1)重傷とは１ヵ月以上の治療を要する見込みのものをいう。 

(2)軽傷とは１ヵ月未満で治療できる見込みのものをいう。 

５ 家屋被害がなく、人的被害のみの場合でも本票を作成のこと。 

６ 裏面には、救助の実施状況等について記入すること。 

(避難所・応急仮設住宅・炊き出し・飲料水・被服寝具・医療・助産・救出・住宅応急修理・ 

学用品・埋葬・死体捜索・死体処理・障害物除去・災害弔慰金・災害障害見舞金・資金(災 

害援護・世帯更生)) 
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罹災証明書 

証   第   号 

 

罹災証明書 

 

罹 災 場 所  

世 帯 主 名 事 業 主 名 所 有 者 名 事業所名又は建物名 

    

罹 

災 

状 

況 

罹災年月日     年    月    日 

罹災の原因 1.風水害     2.地震災害    3.その他（      ） 

人 の 災 害 1.死亡  名   2.行方不明  名   3.負傷  名 

建物の種類 
1.住家      2.事務所     3.事業所 

4.倉庫      5.工場      6.その他（      ） 

罹 災 程 度 
1.全壊（焼）   2.流出      3.半壊（焼） 

4.床上浸水    5.床下浸水    6.その他（      ） 

世 
 

帯 
 

人 
 

員 

氏名 続柄 生 年 月 日 備考 

  
明・大 

昭・平 
年  月  日  

  
明・大 

昭・平 
年  月  日  

  
明・大 

昭・平 
年  月  日  

  
明・大 

昭・平 
年  月  日  

  
明・大 

昭・平 
年  月  日  

  
明・大 

昭・平 
年  月  日  

上記のとおり、罹災したことを証明する。 

 

  年  月  日 

 

八千代町長      印 
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罹災証明申請書 

罹災証明申請書 

  年  月  日 

八千代町長 様 

下記のとおり、罹災証明書の発行を申請します。 

申 請 者 

住  所  

氏  名 印 

事業所 

住  所  

事業所名  

 

 

証明の種類 罹  災  証  明  書 

証明書の提出先  

申 請 通 数 個人 通 事業所 通 

 

※この欄には申請者は記入しないで下さい。 

主管部課名  部      課・室      係 担当名  

摘要 
 

備考 
 

供覧 

課長 補佐 係長 担当 
関
係
部
課 
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義援金品領収書 

 
 

義援金品領収書 

Ｎｏ．     

 

 

金額 ￥           

 

品   名 数 量 備   考 

   

   

   

   

   

   

 

以上のとおり受領致しました。 

ご好意に厚く御礼申し上げます。 

 

  年  月  日 

 

様 

 

八千代町災害対策本部長 

八千代町長         印 
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